
報告番号 ９号

令和８年８月１８日

根室市議会議長 遠藤輝宣 様

政務活動報告書（会派用）

会 派 名 市民クラブ

代表者名 本田俊治

区 分

☑調査研究 □研 修 ・ □広 報 ・ □広 聴

□要請・陳情活動 ・ □北方領土対策活動 ・ □会 議

活動テーマ・目的等 チリのサケ養殖事業について

期 間 令和 ８年 ７月１４日（火）

参 加 者 氏 名 壷田重夫

応 対 者 Japon Austral 株式会社代表取締役 濱屋広男様

場 所
東京都港区虎ノ門１－１７－１虎ノ門ヒルズビジネスタワー１５F

Japon Austral 株式会社

行 程 （ 概 要 ） 根室→中標津空港→羽田空港→南馬込→虎ノ門→南馬込

内 容 ・ 成 果 等

７月１４日火曜日 11:00～13:00

この会社は、チリの大手サーモン養殖業社である Salmones

Austral(サルモネス・オーストラル)が、日本を拠点としたアジア

市場への展開強化を目的に２０２６年５月に設立した日本法人。

ハポン・アウストラルの主な事業は、

アジア市場の統括：アジア圏の輸出拡大に向けた拠点業務

現地マーケティング販売促進：日本国内の水産卸業者や市場に合わ

せた流通体制の構築、営業活動

こういった業務を行っているとお聞きしたので、根室市議行政視察

に役立つと思い勉強の為にお話をお聞きしました。



報告番号 ８号

令和８年７月 30 日

根室市議会議長 遠藤輝宣様

政務活動報告書（会派用）

会 派 名 市民クラブ

代表者名 本田俊治

区 分

□調査研究 ・ ☑研 修 ・ □広 報 ・ □広 聴

□要請・陳情活動 ・ □北方領土対策活動 ・ □会 議

活動テーマ・目的等 愛知県のスタートアップ支援取り組み

期 間 令和 ８年 ５月１４日（木）

参 加 者 氏 名 壷田重夫

応 対 者

（ 講 師 等 ）

刈谷オベーションプラットホーム

事務局 池田真生 様

場 所
名古屋市昭和区鶴舞１－２－３２

STATION Ai

行 程 （ 概 要 ） 名古屋市内

内 容 ・ 成 果 等

14：00～ 15：00

刈谷市取り組み例

特徴：拠点への職員常駐とプラットフォームを通じたエコシステム

構築 自動車産業の集積地である刈谷市では、産業の構造転換を見

据え、商工会議所や金融機関等と連携した「刈谷イノベーション推

進プラットフォーム（KIPP）」を設立しています。最大の特徴は、

愛知県のスタートアップ支援拠点「STATION Ai」に市職員を常駐さ

せている。

双方のニーズを丁寧にすり合わせた課題ヒアリングからマッチン

グ、トライアル導入費用の補助までを一貫して支援するプログラム

を展開しています。とのお話とこれからの展望についてのお話を

お聞きしました。



報告番号 ７号

令和８年７月 30 日

根室市議会議長 遠藤輝宣 様

政務活動報告書（会派用）

会 派 名 市民クラブ

代表者名 本田俊治

区 分

□調査研究 ・ ☑研 修 ・ □広 報 ・ □広 聴

□要請・陳情活動 ・ □北方領土対策活動 ・ □会 議

活動テーマ・目的等
静岡県多文化共生の取り組み

愛知県のスタートアップ支援の取り組み

期 間 令和 ８年 ５月１４日（木）

参 加 者 氏 名 壷田重夫

応 対 者

（ 講 師 等 ）

春日井市産業部長 勝伸博 様

春日井市産業経済振興課 課長補佐 田之上愛子 様

〃 主幹 萩田弘明 様

場 所
名古屋市昭和区鶴舞１－２－３２

STATION Ai

行 程 （ 概 要 ） 静岡県⇒愛知県

内 容 ・ 成 果 等

５月 14 日（木）13:30～14:00

春日井市イノベーションチームモデル

イノベーションは掛け算である。イノベーションは制度ではない仕

組み（型）であり動く人で生まれる。

企業自身も気づいていない潜在的な課題（未来の困りごと）を発

掘するため、民間企業の経営者を「イノベーションプロモーター」

として市が任命し、商工会議所・大学と連携した伴走支援を行って

いる。

未来の困りごとを、スタートアップとの対話や交流会参加により気

が付く。

春日井市は、市内企業訪問→スタートアップと出会う→マッチン

グ→試す市内企業について知ることが先。他はスタートアップと出

会う→企業とマッチング→試すとなっている。

春日井市イノベーションモデル＝型×人×熱量という掛け算となっ

ている。



という市内企業とスタートアップ企業との共創支援のお話をお聞

きしました。



報告番号 ６号

令和８年７月 30 日

根室市議会議長 遠藤輝宣 様

政務活動報告書（会派用）

会 派 名 市民クラブ

代表者名 本田俊治

区 分
□調査研究 ・ ☑研 修 ・ □広 報 ・ □広 聴

□要請・陳情活動 ・ □北方領土対策活動 ・ □会 議

活動テーマ・目的等
多文化共生センター未来図

期 間 令和 ８年 ５月１４日（木）

参 加 者 氏 名 壷田重夫

応 対 者

（ 講 師 等 ）

愛知県経済産業局顧問 柴山政明 様

場 所 愛知県名古屋市昭和区鶴舞１－２－３２ STATION Ai

行 程 （ 概 要 ） 浜松市⇒愛知県名古屋市内

内 容 ・ 成 果 等

１０：３０～１２：００

産学官金連携によるスタートアップ・エコシステムの形成

あいちスタートアップ・エコシステムの概念

・戦略の展開方向：地域特性の分析

・戦略の展開：地域の目指す姿

・地域総合政策パッケージ［全ステークホルダー向け施策］

・事業会社向けオープンイノベーション施策

・国内スタートアップ向けオープンイノベーション施策

・スタートアップのグロースによる新産業の創出、育成

・革新事業の創造による社会的課題の解決と地域の活性化



・事業承継、第二創業等を機会とする新ビジネス展開の促進

・グローバル事業の展開によるエコシステムの強化

・世界最先端のグローバルスタートアップ、エコシステムと国内エ

コシステムの融合

など先端技術の未来図をお聞きしました。



報告番号 ５号

令和８年７月 30 日

根室市議会議長 遠藤輝宣 様

政務活動報告書（会派用）

会 派 名 市民クラブ

代表者名 本田俊治

区 分

□調査研究 ・ ☑研 修 ・ □広 報 ・ □広 聴

□要請・陳情活動 ・ □北方領土対策活動 ・ □会 議

活動テーマ・目的等
静岡県多文化共生の取り組み

愛知県のスタートアップ支援の取り組み

期 間 令和 ８年 ５月１３日（水）

参 加 者 氏 名 壷田重夫

応 対 者

（ 講 師 等 ）

校長 松本雅美 様

卒業生 まゆみ様（オンライン参加）

場 所 静岡県浜松市中央区雄踏町宇布見９６１１－１

行 程 （ 概 要 ） 浜松市内

ムンド・デ・アレグリア（素晴らしい場所）学校

内 容 ・ 成 果 等

令和 8年５月１３日 15：00～16:30

教師を目指したまゆみ氏に聞く

・自身が小中学生の頃に、言葉が分からないまま日本の学校に通う

苦労を経験し、その経験を活かして外国につながる子供たちの手助

けになりたいと考えたため。

教育現場での実感: 日本の学校では、日本語が分からずに苦労
し、過ごしにくさを感じている子供たちが依然として存在してい

る。自身の経験があるからこそ、子供たちが分からない時にどう寄

り添えばよいかを意識して指導に当たっている。

日本の受け入れ体制の問題: プレスクールなどの準備期間を設け
ずに、いきなり学齢相応の日本の学校のクラスに入れる仕組みは、

子供にとって学習についていけない大きな挫折を生む原因となって

いる。ムンド・デ・アレグリア学校は、単なる語学教育にとどまら

ず、子供たちのアイデンティティーの確立と社会的自立を力強く支



援しています。卒業生が日本の公立学校の教員として活躍する事例

は、同校の教育の成果を示す素晴らしいロールモデルです。一方

で、日本の公教育における外国人児童への初期支援の不足や、親子

の言語の壁といった構造的な問題も浮き彫りになり、真の「多文化

共生社会」の実現に向けて行政が取り組むべき課題が多く示された

意義深い視察となりました。



報告番号 ４号

令和８年７月 30 日

根室市議会議長 遠藤輝宣様

政務活動報告書（会派用）

会 派 名 市民クラブ

代表者名 本田俊治

区 分

□調査研究 ・ ☑研 修 ・ □広 報 ・ □広 聴

□要請・陳情活動 ・ □北方領土対策活動 ・ □会 議

活動テーマ・目的等
静岡県多文化共生の取り組み

愛知県のスタートアップ支援の取り組み

期 間 令和 ８年 ５月１3日（水）

参 加 者 氏 名 壷田重夫

応 対 者

（ 講 師 等 ）

公益社団法人浜松国際交流協会（HICE）

事務局次長 松岡真理恵 様 主幹 キクヤマリサ 様

業務執行理事 村上広幸 様

場 所
静岡県浜松市中央区早馬町２－１

浜松市多文化共生センター

行 程 （ 概 要 ） 浜松市内

内 容 ・ 成 果 等

令和８年５月１3日（水）13:00～14:30

HICE の事業の取り組みの視点

・行政の枠を超えた柔軟で迅速な取り組み

・外国人当事者の力・視点を活かす

・専門職としてコーディネート・支援・つなぐ

多文化共生のまちづくり

・多言語による相談

・外国人雇用サポート

・ソーシャルワーク研修

・日本語教室

・日本語を教える人材の育成

・外国につながる次世代の支援

・HICE 日本語能力試験（JLPT）受験費助成事業

・防災、災害時支援



等、外国の方々とのつながりを活かし、人口減少、人材不足確保、

新しい視点のために、多文化共生を掲げている浜松市、これからの

日本に欠かせない事業内容だと思いました。

こういった内容のお話と、センター視察を致しました。





報告番号 ３号

令和８年７月 30 日

根室市議会議長 遠藤輝宣 様

政務活動報告書（会派用）

会 派 名 市民クラブ

代表者名 本田俊治

区 分

□調査研究 ・ ☑研 修 ・ □広 報 ・ □広 聴

□要請・陳情活動 ・ □北方領土対策活動 ・ □会 議

活動テーマ・目的等
静岡県多文化共生の取り組み

愛知県のスタートアップ支援の取り組み

期 間 令和 ８年 ５月 ９日（土）

参 加 者 氏 名 壷田重夫

応 対 者

（ 講 師 等 ）

(株)ソミックマネージメントホールディングス

代表取締役社長 石川雅洋 様

場 所
静岡県浜松市中央区古川町５００

ソミックマネージメント HD

行 程 （ 概 要 ） 静岡県葵区⇒浜松中央区

内 容 ・ 成 果 等

令和８年５月 13 日 （水）９：４５～１０：４５

＊外国人財活躍先進企業の事例

外国人労働者を人財として企業変革のためのパートナーという目線

で採用している。

雇用者と家族までも、一緒に楽しめるレクリエーション活動など

も取り入れ、日本人雇用者と共に円滑なコミュニケーションを図っ

ている。

浜松市の浜松外国人材定着サポート有限責任事業組合 e-コモン

ズ設立の説明等の内容をお聞きしました。





報告番号 ２号

令和８年７月 30 日

根室市議会議長 遠藤輝宣 様

政務活動報告書（会派用）

会 派 名 市民クラブ

代表者名 本田俊治

区 分

□調査研究 ・ ☑研 修 ・ □広 報 ・ □広 聴

□要請・陳情活動 ・ □北方領土対策活動 ・ □会 議

活動テーマ・目的等
静岡県多文化共生の取り組み

愛知県のスタートアップ支援の取り組み

期 間 令和 ８年 ５月１２日（火）

参 加 者 氏 名 壷田重夫

応 対 者

（ 講 師 等 ）

静岡県知事 鈴木康友様

議会事務局政策調査課長 笠井佳子様

企画部多文化共生課長 前田和人様

企画部地域外交課課長代理 平尾和則様

場 所 静岡県静岡市葵区追手町９－６静岡県庁

行 程 （ 概 要 ） 東京⇒静岡

内 容 ・ 成 果 等

令和８年５月１２日（火）14：00～16：30

多文化共生の取り組み、インドとの交流

2011 年度から全国に先駆け、地域レベルの相互互恵的な国際交

流・国際貢献を柱とする「地域外交」を展開。

2024 年度は、指針となる「静岡県地域外交基本方針」を初めて

策定重点 6か国地域を中心に、経済、教育、観光、文化など幅広い

分野で交流というのがこれまでの方針でした。

国際情勢の変化による新たな地域外交基本方針を策定しました。

このような取り組み内容をお聞きしました。

最後に、鈴木知事とは行政取り組み等の意見交換を致しました。



様式４　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告番号　１　号 

　　　　令和８年５月２０日 

 

根室市議会議長　遠藤輝宣　様 

 

政務活動報告書（会派用） 

 

会 派 名　　市民クラブ　　　　　　　　　　　　　　　 

 

代表者名　　本田俊治　　　　　　　　　　　　　　　　 

 

 
区 　 分

☑調査研究  ・  □研　　修  ・  □広　　報  ・  □広　　聴 

 

□要請・陳情活動  ・  □北方領土対策活動   ・   □会　　議

 
活動テーマ・目的等

 

人口問題　多文化共生 

 期 　 　 　 間 　令和８年４月２０日（月）

 
参 加 者 氏 名

 

壷田重夫 

 応 　 対 　 者 慶應義塾塾員センター部長　栗生賢一郎　様 

慶應義塾塾員センター課長　佐々木信二　様 

 場 所 東京都港区三田 2-15-45 塾員センター

 行 程 （ 概 要 ） 珸瑤瑁⇒中標津空港⇒羽田空港⇒南馬込⇒港区⇒南馬込⇒羽田空港

⇒中標津空港⇒珸瑤瑁 

 

内 容 ・ 成 果 等

　令和８年４月２０日１１：００～１３：３０ 

次の研修会講師依頼等 

人口問題　多文化共生など調査研究のため。 

柏崎千佳子（慶應義塾大学経済学部教授）（特選塾員）との接点構築 

経済学部の日吉キャンパス主任教授 

かながわ国際政策推進懇話会委員長 

国際社会の変化に対応した国際政策の推進について有識者などの意

見聴き取り等の協議致しました。


